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１ 沖縄県ＰＤＣＡについて １

沖縄県では、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」 の着実な推進
を図るため、「沖縄２１世紀ビジョン実施計画」で示した「施策」 と
「主な取組」を対象に、Plan(計画)、Do(実施)、Check(検証)、
Action(改善)のいわゆるＰＤＣＡサイクルを導入し、毎年度、検証
及び改善を継続的に行い、この結果を取組に反映させることに
より、施策の評価にとどまらず、効果的な推進を図る。

■ Check（検証）の視点
(１) 主な取組を着実に推進しているか
(２) 成果指標の達成や主な課題の解決に向かっているか
(３) 推進上の留意事項や環境変化を把握し、対応を図っているか

実施計画で示した「施策」 と「主な取組」のうち、令和３年度に実
施した256の「施策」 と1,538の「主な取組」を対象に、推進状況
や成果指標の達成状況を取りまとめ、その結果を公表。

施策：主な取組を課題ごとにまとめたもの
主な取組：課題の解決に向けた手段となる、具体的な事業等

施策体系 取組の検証 サイクル

施策の総括

最終評価
（後半）

毎年度

後期５年

（１） 沖縄県ＰＤＣＡとは （２） 沖縄県ＰＤＣＡの実施（対象年度：令和３年度）

２ 取組の状況
・活動実績
・前年度の改善案の実施状況
・取組の推進状況
・成果指標の達成状況

Do（実施）

１ 取組の概要
・対応する主な課題
・取組内容（目的・対象・手段）
・年度別計画

Plan（計画）

３ 取組の検証
・推進上の留意点

（内部要因・外部環境）
・改善余地の検証

Check（検証）

４ 取組の改善案
・検証項目に対する改善案

Action（改善）

基本計画

ビジョン

主な取組
（1,538）

施 策
（256）

施策展開
（121）

基本施策
（36）

将来像
（５）

実施計画

取組の継続的改善

主な取組の検証



○成果指標の達成状況の判定方法

ア 基準値とR３実績値（直近の値）の比較

「前進」 ：基準値と比較して良くなっている

「横ばい」 ：基準値と比較して変わらない

「後退」 ：基準値と比較して悪くなっている

「その他」 ：計画値設定が困難等の理由により

比較できない

イ R３目標値に対するR３実績値（直近の値）の割合

「達成率」 ：「R３目標値」と「R３実績値」を比較して、どの程度達成したかを示した割合

（１） 成果指標について

実施計画で示した課題に対する成果、県民生活の向上への効果等、沖縄県等が実施する活動の成果を表す。

施策効果を検証する際の基準や物差しとしての役割を持つ指標として設定。

実施計画では、計画策定時の沖縄県の状況を表す「基準値」と、10年後の「目標値」を掲げている。

２ 沖縄県ＰＤＣＡの実施結果について（対象年度：令和３年度）

① 成果指標とは

Ａ R３実績値

Ｃ R３目標値
達成率 ＝

２

R３目標値

基準値Ｂ
計画策定時

達成率

R３実績値Ａ

100％以上
（達成）

0％
基準値以下
はﾏｲﾅｽ表示

※「計画値」を設定した理由：前期実施計画の終了年度（H28）の成果指標の達成状況が46.6％に留まったことを踏まえ、後期実施計画期
間（H29～R3）においては、R3目標値の達成に向けて、各年度に達成すべき成果指標の値を示す「計画値」を設定し、達成状況を毎年度、
進捗管理することで、継続的な改善を図ることとしている。



前進100%以上

29.8%(150)

前進100%未満

60%以上

28.6%（144）

前進60%未満

0%超

16.3%（82）

横ばい

1.0%（5）

後退

23.9%（120）

その他

0.4%（2）

R3 PDCA【全体】

【全体】 【離島】

横ばい 後退 その他 横ばい 後退 その他

503 376 (150) (144) (82) 5 120 2 43 31 (9) (11) (11) 1 11 0

100% 74.8% 29.8% 28.6% 16.3% 1.0% 23.9% 0.4% 100% 72.1% 20.9% 25.6% 25.6% 2.3% 25.6% 0.0%

503 (386) (184) (108) (94) 7 97 13 43 (33) (11) (8) (14) 0 10 0

100% 76.8% 36.6% 21.5% 18.7% 1.4% 19.3% 2.6% 100% 76.8% 25.6% 18.6% 32.6% 0.0% 23.3% 0.0%

成果指標の達成状況

前進

目標値に対するＲ３実績値の達成率

100%以上
100%未満
60%以上

60%未満
０%超

０% ０%未満 ―

Ｒ２

Ｒ３

PDCA
対象年度

PDCA
対象年度

成果
指標数

100%以上
100%未満
60%以上

60%未満
０%超

０% ０%未満 ―

目標値に対するＲ３実績値の達成率
成果

指標数

Ｒ３

Ｒ２

成果指標の達成状況

前進

② 成果指標の達成状況

５０３指標のうち、３７６指標（74.8％）が前進、うち１５０指標（29.8％）がR３目標値を達成。

うち離島４３指標は、３1指標（72.1％）が前進、うち９指標（20.9％）がR３目標値を達成。

成果指標の達成状況で前進している成果指標数は、昨年度とほぼ同様となっている。

３
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各年度の計画値を達成した成果指標(赤色)の割合は平成29年度の51.9％をピークに、以後、減少傾向が続いた。

これは、好景気による人手不足及び資材価格高騰による入札不調の増加等により年度の計画値を達成した成果指

標の割合が減少傾向にあったことに加え、令和２年度以降は、コロナ禍の影響を受けたことによる。

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響は、実施計画の目標年度である令和３年度においても及び、成果指標の

達成状況は、前年度を下回る結果となった。

③ 検証結果から見えた成果指標の課題

基準値と比較し、前進している成果指標（青色）は新型コロナウイルス感染症拡大の影響な
どにより、74.8％に減少した（前年度76.8％から２ポイント減少）。

また、令和３年度目標値を達成している成果指標は29.8％に留まった 。

４

76.7% 78.3% 81.1% 81.4% 82.1% 82.5%
76.8% 74.8%

20.0%

29.2%

46.6%
51.9%

46.3% 46.3%

36.6%
29.8%

0.0%

30.0%

60.0%

90.0%

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

年度別成果指標の推移

基準年より前進している成果指標の割合 計画値を達成している成果指標の割合



1,068 159 105 136 70 199

69.4% 10.3% 6.8% 8.8% 4.6% 64%

【参考：前年度結果】

1,070 158 91 179 70 277

68.2% 10.1% 5.8% 11.4% 4.5% 81.4%

大幅
遅れ

未着手

1,568

順調
概ね
順調

  うち

  コロナ禍の

  影響

主な取組の進捗状況

【参考：前年度結果】件数は再掲を含む延べ件数

対象取組数

主な取組の進捗状況

  うち

  コロナ禍の

  影響
やや
遅れ

1,538

概ね
順調

大幅
遅れ

やや
遅れ

対象取組数

順調 未着手

（２） 「主な取組」について

実施計画に掲げた「主な取組」は、対象取組の69.4％が「順調」となった一方で、「やや遅れ」「大幅遅れ」

「未着手」となった取組が20.2％という結果になった。

※進捗状況とは

沖縄２１世紀ビジョン実施計画で示した「主な取組」の年度別
計画における活動指標に対する活動実績の状況

○進捗状況の区分
「順調」 ：年度別計画どおり又は前倒しで取組を推進している

（90％以上）

「概ね順調」：年度別計画と比較して概ね取組を推進している

（75％以上～90％未満）

「やや遅れ」：年度別計画と比較して若干の遅れがある

（60％以上～75％未満）

「大幅遅れ」：年度別計画と比較して大幅に遅れている

（60％未満）

「未着手」 ：年度別計画に示した活動に未着手

5

２ 「未着手」の主な理由
○新型コロナウィルス感染症拡大に伴う 事業の中止等 （５０件）

〔具体例〕

・インターシップ拡大強化事業 （生徒の県外派遣が中止にな ったため）

・沖縄・台湾技術交流推進事業 （渡航制限のため、実施することができなかった）

・社会参加活動促進事業 （かりゆし長寿大学校が休校となり、卒業者がゼロとなったため）

○設定した研修・支援策等における適用数未達等の外部要因 （７件）

〇事業の終了等 （７件）

○その他（入札不調等の外部要因） （６件）

１ 「やや遅れ」、「大幅遅れ」の主な理由
○新型コロナウイルス感染症拡大に伴う説明会、講習会、イベント等

の縮小・中止等 （１４９件）

○関係機関等との調整や交渉に不測の時間を要した （２９件）

○県民・企業等を対象とした研修・支援策等における適用数未達 （１８件）

○事業内容の追加・修正を行ったことや、関係機関の対応の遅れ等

（５件）

○その他（専門人材の不足等の外部要因） （４０件）

① 「主な取組」の進捗状況

311

20.2％

340

21.7％



「やや遅れ」、「大幅遅れ」及び「未着手」が20.2％（311取組）あり、昨年度の21.7％（340取組）から1.5

ポイント改善した。新型コロナウイルス感染症の影響は続いたものの、一部の取組に進展が見られた。

新型コロナウイルス感染症が拡大する以前から、好景気による人手不足や資材価格高騰による入札不調の増加等

により「順調」な取組が減少傾向にあり、平成29年度以降、進捗の遅れが続いている。また、感染症の影響を除

く取組遅れの主な要因としては「関係機関等との調整や交渉に不測の時間を要した」等が見受けられた。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期に及んでおり、全庁をあげてその対策・支援を優先し取り組んでい

ることから、検証対象の主な取組に係る事業の縮小・中止により令和３年度もそれらの取組において進捗の遅れ

が生じている。新型コロナウイルス感染症の影響は令和４年度も続いており新計画への影響も想定される。

81.0%
83.4% 82.7%

86.0%

82.3%
77.8%

68.2% 69.4%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

「順調」となった主な取組の割合の推移

順調の取組の割合の推移

② 検証結果から見えた「主な取組」の課題

「順調」となった主な取組の割合は、平成29年度の86％をピークに減少傾向に転じ、令和元年
（2019年）度末以降に、新型コロナウイルス感染症が、経済、社会など様々な面で大きな影響
を及ぼしたことから、県等が行う取組の進捗にも影響した。一方で、令和３年度は昨年度より
状況が改善し、 「順調」となった主な取組の割合は、 69.4％という結果になった。

６



（３） 「施策」の推進状況

施策効果を検証する各施策毎の「成果指標」の達成割合と、「主な取組」の進捗割合を踏まえ、「施策」の推進状況

を判定する。これにより、全256施策の進捗を把握するとともに、施策推進の一層の強化を促す。

① 施策の推進状況の判定について

７

「施策評価の判定基準」区分表

H30より、施策推進状況の分析を追加したことについて

「施策」自体の推進状況を分析し、判定結果を明示す

ることで、施策を構成する「主な取組」の実績や施策効

果を検証する「成果指標」の全体的な推進状況の把握

が可能となる見直しを行った。

これにより、職員の施策の改善に向けた意識醸成等

を図り、施策推進の一層の強化を促すとともに、より県

民にわかりやすく図式化した。

○施策推進状況の判定について

下記【Ⅰ】、【Ⅱ】のそれぞれの割合に基づき、「施策

評価の判定基準」に当てはめ、施策推進状況を判定

【Ⅰ】 施策の「主な取組」総数のうち、
「順調」取組数の割合

【Ⅱ】 施策の「成果指標」総数のうち、

「達成」指標数の割合

は、PDCAの判定結果(R２ → R３）

40％ 80％
成果指標
【Ⅱ】「達成」指標数の割合

   主な取組
   【Ⅰ】「順調」取組数の割合

取組は順調だが、
成果は遅れている(C)

概ね順調(B) 順調(A)

80％
取組は概ね順調だが、
成果は遅れている(D)

40％
大幅遅れ(G) 成果は概ね順調だが、取

組は遅れている(F)
成果は順調だが、
取組は遅れている(E)

49 → 44(△５)

19.1%→17.2%(△1.9)

47→ 34 (△1３)

18.4% → 13.3%(△5.1)

43 → 52 (＋９)

16.8% →20.3%(＋3.5)

65 → 66 (＋1)

25.4% → 25.8% (＋0.4)

19 → 25 (＋６)

7.4% → 9.8% (＋2.4)

5 → ４ （－１）

2% → 1.6%（－0.4）

3 → 6（＋3）

1.1% → 2.3%（＋1.2）

その他（災害対応、基地問題など対外的な関係から効果が発現する取組など、成果指

標を設定することが困難な施策） 25 → 25 （9.8％）



② 施策の推進状況(成果の遅れ)の分析について

今回の施策推進状況の判定結果がＣ、Ｄ、Ｇとなった施策に関連する成果指標の内、令和３年度目標値を達成していない成果
指標について、その問題や課題の所在把握を容易にするため、「将来像ごと」、「要因ごと」に集計を実施した。

計画の最終年度である令和３年度も新型コロナウイルス感染症拡大の影響が強く及んだことから、目標値を達成していない成果
指標の割合は６割程度となった。今回の沖縄県ＰＤＣＡの結果を踏まえ、新計画においては、ウィズコロナに対応し、施策の効果的
な推進により一層積極的に取り組む必要がある。

令和３年度目標値を達成していない成果指標の割合は、将来像
Ⅴ(72.5％）が最も大きく、次いで将来像Ⅲ （59.8％）、将来像Ⅳ
（57.9％）の順であった。

将来像ごと

８

要因ごと

内部要因に起因する遅れが175件、外部要因
に起因する遅れが480件であった。

※集計の単位が異なるため、３頁の成果指標数とは一致しない。 ※要因が複数ある場合、それぞれの項に計上。前年度50.8％

１　内部要因 175

関係機関との調整遅れ等 15

周知・啓発不十分等 59

その他個別要因 101

２　外部要因 480

社会経済情勢の変化等 104

天候不良・自然災害等 41

人手・人材不足 63

高齢化・後継者不足 40

県民ニーズ・ライフスタイルの変化 34

他の事業主体の取組遅れ等 12

その他個別要因 186

うち
コロナ禍の
影響

将来像Ⅰ
（自然・伝統）

18 13 0 23 54 26 95 56.8%

将来像Ⅱ
（安全・安心）

46 14 1 16 77 24 142 54.2%

将来像Ⅲ
（希望・活力）

42 41 2 67 152 85 254 59.8%

将来像Ⅳ
（交流・共生）

4 1 0 6 11 11 19 57.9%

将来像Ⅴ
（人材育成）

20 14 0 16 50 25 69 72.5%

総計 130 83 3 128 344 171 579 59.4%

Ｒ３目標値に対するＲ３実績値の達成率
将来像全体
の成果指標
数
　　 （Ｂ）

目標値を達
成していな
い成果指標
割合
　　 （Ｃ）
　（（Ａ）／（Ｂ））

前進
60%以上
100%未満

前進
0%超60%未

満

横ばい
0％

後退
0％未満

総計
（Ａ）



③ 検証結果から見えた「施策」の課題

「施策の推進状況の判定」について、「順調（A）」は前年度から１３施策減、「概ね順調（B）」は前
年度から５施策減となっており、傾向として評価の高い区分から評価の低い区分に流れる施策
が散見される結果となった。

一方、取組は「順調」または「概ね順調」であるが、成果指標の目標未達が多く、遅れている施策
（Ｃ、Ｄ）が118施策あり、前年度比較では10施策増加した。

「施策の推進状況の分析」について、将来像全体の成果指標数579のうち成果指標が遅れてい
る施策（C、D、G)に含まれる令和３年目標値を達成していない成果指標は344(59.4％)となり、前
年度と比較し、増となった。

９

新・沖縄21世紀ビジョン基本計画の推進に向けて

コロナ禍以前は、着実に施策の成果を積み上げてきたものの、長期間に及ぶコロナ禍は施策の
推進を停滞させ、基本計画の各成果指標の達成に大きな影響をもたらしている。

「沖縄21世紀ビジョン」で掲げた５つの将来像の実現に向けては、なお道半ばであり、新・沖縄21
世紀ビジョン基本計画の推進に向けては、ポストコロナに向けた将来を見通す中で、予算の確
保・執行に工夫をこらすことなどにより、各種施策に取り組むとともに、日本経済の一端を担うべ
く、新時代沖縄を展望していく必要がある。

加えて、令和４年５月に決定された国の沖縄振興基本方針では、沖縄振興を真に実効性あるも
のとするためには、政策手段と目的の論理的つながり（ロジックモデル）を明確にした上で、可能
な限り定量的な指標等に基づいて施策等の進捗状況や効果を検証し、その結果を踏まえ必要に
応じた見直しや改定を行うなどＥＢＰＭを徹底することが求められていることから、これに対応した
新たなＰＤＣＡに取り組む必要がある。



ＰＤＣＡ検証結果の事例
～成果指標・施策・主な取組（各部局毎）～



(ｱ) 環境啓発活動参加延べ人数

学校や地域等での出前講座や自然観察会、啓発
イベント等の環境保全啓発活動を実施。
Ｒ３年度に本島北部および西表島が世界遺産に
登録され、自然環境保全の意識が高まっている。

① 前進（達成100％以上）の成果指標例

（４） 成果指標・施策のＰＤＣＡ実施結果の事例

(ｲ)放課後児童クラブ登録児童数

市町村と連携し、公的施設を活用した放課後児童
クラブを設置するとともに、クラブに対する運営費
等の支援を実施。
放課後児童クラブの環境改善、保護者の負担軽
減等に寄与した。

(ｳ）県産畜産物の海外輸出量

香港、台湾、シンガポールの量販店や飲食店等に
おいて県産畜産物のPR活動を実施。

県産畜産物の認知度向上が図られ、輸出量は、
順調に推移している。

(ｴ)完全失業率（年平均）

観光需要の増加等による県内景気の拡大や各種
雇用施策の実施により、完全失業率は改善。
新型コロナウイルス感染症の影響により雇用情勢
が悪化したが、目標値は達成した。

(ｵ)次世代ウチナーネットワーク参加青少年数
（累計）

県が実施する交流事業等を通して参加者のネット
ワーク構築が着実に推進。
コロナ禍で海外との往来が困難な中でも、オンライ
ンを活用した交流を継続して実施した。

(ｶ)家庭教育支援コーディネーター配置市町村
数

「家庭教育支援チーム」の設置は、市町村が１増
の10市町村、チーム数が1増の11チームに。
国庫補助事業の周知や県主催研修会の実施等に
より地域における家庭教育の機運が高まっている。

（１-(1)-オ） （2-(2)-イ） （3-(7)-キ）

（3-(10)-ア） （4-(1)-ｱ） （5-(1)-イ）
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成果指標名
基準値

（A)
R３ＰＤＣＡ時

（B)
増減幅

（C=B-A）
達成状況
(達成率)

R３目標値

② 「後退」の成果指標例

12

○「後退」の主な成果指標の状況

・運輸部門における二酸化炭素排出量（1-(3)-ア）
365万t-

CO2
(H20年度）

371.8万ｔ-CO2
(R元年度)

6.8万ｔ-CO2 後退 324万t-CO2

【状況・要因】 人口や観光客数の増加に伴い、活動量（自動車保有台数や航空機着陸回数）が増加しており、二酸化炭素排出量が増加した。

【対応策】 第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画に基づき、施策の推進及び取組の強化を図り、二酸化炭素排出量の抑制に努める。

・泡盛の出荷数量（3-(9)-イ）
22,297㎘

（H23年度）
14,009kℓ
（R2年度）

△8,288㎘ 後退 28,700㎘

【状況・要因】 全国的に酒類の消費数量は減少傾向にある中、消費者嗜好の多様化や健康志向に伴う低アルコール選好を背景とした他の酒類
との競争激化などにより泡盛の出荷数量は減少している。令和2年度の出荷先別にみると、県内は16.1％、県外は５％の減少、海外は8.9%の減
少となっている。

【対応策】 市場調査及び課題整理等を踏まえ、泡盛業界が主体となって泡盛のブランディングとマーケティング戦略を策定し、効果的なプロモー
ションを実施していく。



③ 施策の推進状況の事例（主な施策）
13

「順調（A）」となっている施策

施策名 成果指標名 基準値 R３実績値 R３目標値
R３年度

達成状況
（達成率）

「達成」指標
数の割合
（達成指標
数/全指標
数）

「順調」取組
数の割合
（順調取組
数/全取組
数）

伝統文化の後継者育成・
確保
1-(4)-イ①

伝承者養成・技術錬磨事業における伝承
者養成数（累計）

1,519人
（H23年度）

15,938人 15,301人 達成
100％
（１/１）

100％
（２/２）

福祉サービスの向上や福
祉施設等の整備の促進
2-(3)-エ①

日常生活自立支援事業利用者数
477人

(H23年）
713人 659人 達成

100％
（１/１）

80％
（４/５）

海外展開に向けた総合的
な支援
3-(4)-イ①

製造品移輸出額（石油製品除く）
66,577百万円

（H22年）
103,985百万円

(R1年)
80,000百万円 達成

100％
（３/３）

83.3％
（５/６）

沖縄からの農林水産物・食品の輸出額
1,583百万円

(H22年）
4,055百万円 2,636百万円 達成

沖縄から輸出される飲食料品の輸出額
1,150百万円

（H23年）
3,882.9百万円 2,205百万円 達成

先端医療技術の研究基盤
の構築
3-(５)-イ③

先端医療分野における研究実施件数（累
計）

３件
（H23年度）

25件 19件 達成
100％
（１/１）

100％
（３/３）

農林水産業・建設産業を
担う人材の育成
５-(５)-イ②

新規就農者数（累計）
244人

（H22年）
3,147人 3,000人 達成

100％
（2/2）

80％
（12/15）

建設産業人材育成数
0人

（H24年）
208人 208人 達成
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「概ね順調（B）」となっている施策

施策名 成果指標名 基準値 R３実績値 R３目標値
R３年度

達成状況
（達成率）

「達成」指標
数の割合
（達成指標数/
全指標数）

「順調」取組
数の割合
（順調取組数/
全取組数）

都市、道路、郊外及び農山
村の緑化
1-(6)-イ②

都市計画区域内緑地面積
62,536㏊

（H18年度）
75,775.0㏊
(H28年度)

69,013㏊ 達成

50％
（２/４）

71.4％
（5/7）

都市計画区域における一人当たりの都
市公園面積

10.6㎡/人
(H22年度)

11.0㎡/人 11.2㎡/人
未達成

（66.7％）

主要道路における緑化延長
０㎞

（H23年）
290.0㎞
(R2年度)

300㎞
未達成

（96.7％）

県民による緑化活動件数
55件

（H23年度）
71件 65件 達成

救急医療、離島・へき地医
療の充実
２-(３)-ウ③

医療施設に従事する医師数
227.7人
（H22年）

257.2人
（R2年)

261人
未達成

（88.6％） 50％
（１/２）

50％
（３/６）

救急病院数
26施設

（H23年）
26施設 26施設 達成

働きやすい環境づくり
３-(10)-エ①

正規雇用者（役員を除く）の割合
59.6%

（H25年）
61.3% 62.5%

未達成
（58.6％） 50％

（１/２）
60％

（6/10）
ワーク・ライフ・バランス認証制度企業数

29社
（H23年度）

100社 90社 達成

地域特性に応じた道路整備
とバス路線の維持・確保
３-(11)-ウ③

県管理道路(離島)の改良率
89.9%

(H21年度)
91.2%

(R元年度)
91.1% 達成

50％
（１/２）

100％
（3/3）

一般乗合旅客輸送人員実績（離島）
50万人

（H22年）
49.8万人
（R2年)

106.2万人
未達成

（46.9％）



１5
「取組は順調（概ね順調）だが、成果は遅れている（C）・（D）」となっている施策（抜粋）

施策名 成果指標名 基準値 R３実績値 R３目標値
R３年度

達成状況
（達成率）

「達成」指標
数の割合
（達成指標数/
全指標数）

「順調」取組
数の割合
（順調取組数/
全取組数）

生涯スポーツ・競技スポー
ツの振興
２-（１）-イ①

スポーツ実施率（成人、週1回以上）
39.0%

（H24年）
58.3% 65% 未達成

０％
（０/３）

57.1％
（４/７）

県立社会体育施設の利用者数
（奥武山総合運動場のみ）

平均稼働率：68%
472,000人
（H23年）

平均稼働率：64%
267,379人

平均稼働率：84%
770,000人

未達成

国民体育大会総合順位 40位台 42.0位（R1年） 30位台前半 未達成

（成果指標)
改善案

(ｱ) スポーツ実施率（成人、週1回以上）
各地域で様々な世代が多くの種目に取り組むことのできる総合型地域スポーツクラブを活性化するとともに、

親子で参加できる種目や運動習慣のない人・スポーツが苦手な人も気軽に取り組むことができる種目を取り入
れたスポーツ・レクリエーションイベントを全県的に実施していくことにより、スポーツ活動への参加を促す。
(ｲ) 県立社会体育施設の利用者数（奥武山総合運動場のみ）

施設閉鎖を伴う工事については指定管理者及び競技団体等の施設利用者と調整し、影響が少ない時期に
行うようにする。
(ｳ)   国民体育大会総合順位

令和３年度は、新型コロナ感染拡大の影響を受け、一部の選手のスポーツ活動が制限された。 令和４年度
第77回国民体育大会へ向け、県スポーツ協会と連携して、これまで行ってきた競技力向上対策事業と国体競技
での実績状況との関連及び各競技団体の実態状況も把握しながらより効果的な事業検証を行っていく。

ライフステージに応じたつ
ながる仕組みの構築及び
県民運動の展開
２-(２)-オ①

困窮世帯の割合（沖縄県子ども調査）
（小中学生調査）

29.9%
（H27年度）

28.9%
(R3年度)

20% 未達成

25.0％
（１/４）

75.0％
（６/８）

困窮世帯の割合（沖縄県子ども調査）
（高校生調査）

29.3%
（H28年度）

20.4%
(R元年度)

20% 未達成

乳幼児健康診査の受診率（乳児）
87.6%

（H23年度)
85.8%
(R2年)

95.0% 未達成

養育支援訪問事業の実施市町村数
12市町村

（H23年度）
31市町村 31市町村 達成

（成果指標)
改善案

(ｱ) (ｲ)   困窮世帯の割合（沖縄県子ども調査（小中学生調査）（高校生調査））
令和４年３月28日に決定した「沖縄県子どもの貧困対策計画（第２期）」に主要指標として困窮世帯の割合を

設定しており、毎年度、庁内の推進会議や有識者会議において、指標の改善状況や重点施策の実施状況等、
施策の進捗管理を行っていく。
(ｳ) 乳幼児健康診査の受診率（乳児）

乳幼児健診の重要性について、母子健康手帳交付時の保健指導等母子保健事業で両親と接する機会に周
知を継続・強化する。また、乳幼児健診の課題や傾向について、母子保健に関するデータの提供や行政報告等
の機会に市町村母子保健担当者と共通理解を図る。
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施策名 成果指標名 基準値 R３実績値 R３目標値
R３年度

達成状況
（達成率）

「達成」指標
数の割合
（達成指標数/
全指標数）

「順調」取組
数の割合
（順調取組数/
全取組数）

大学院大学の周辺環境及
び研究開発拠点の整備
３-（５）-ア①

自然科学系高等教育機関の研究者数
751人

(H23年度)
858人 863人

未達成
（95.5%）

０％
（０/３）

80％
（４/５）

自然科学系高等教育機関の外国人研究
者数

110人
(H23年度)

269人 311人
未達成

（79.1%）

自然科学系の国際セミナー等開催数 16件
（H23年度）

21件 82件
未達成
（7.6%）

（成果指標)
改善案

(ｱ) 自然科学系高等教育機関の研究者数
(ｲ） 自然科学系高等教育機関の外国人研究者数

毎年、各大学等の基準や方針に基づき採用が行われている為、継続して質の高い研究を行えるよう今後も
産学連携の共同研究等に取り組んでいく。

（ｳ） 自然科学系の国際セミナー等開催数
新型コロナウイルスの影響により、国際的なセミナーの開催数については令和２年度以降の実績が減少に

転じているが、今後も継続して国際的な研究ネットワークの構築に取り組むとともに、大学等の意向も確認し
ながら国際セミナー等の開催数の増加に向けた取組について検討する。

学力向上の推進
５-（３）-ア①

全国学力・学習状況調査における平均
正答率の全国との差（小学校）

△5.3ポイント
（H24年度）

-0.5ポイント ＋2.0ポイント
未達成
（65.8%）

０％
（０/４）

83.3％
（５/６）

全国学力・学習状況調査における平均
正答率の全国との差（中学校）

△9.0ポイント
（H24年度）

-4.9ポイント ＋1.0ポイント
未達成

（45.6%）

高等学校等進学率
95.8%                                                                                                                        

(H23年3月卒)
97.7%

（R2年度）
98.5%

未達成
（70.4%）

（成果指標)
改善案

(ｱ)（ｲ) 全国学力・学習状況調査における平均正答率の全国との差（小学校）(中学校)
新型コロナ感染症による休校措置等により、教職員研修機会減少の影響で、授業改善の取組を進めること

が困難だった状況が要因として考えられる。全国学力・学習状況調査実施後、文部科学省より提供される結
果分析資料を基に、結果分析報告書を学校、市町村教育委員会、教育事務所が作成し、今後の課題解決に
向けた対応策を検討した。また、その報告書を受け、各地区複数校を抽出し、オンラインで教科会を訪問し、
取材を行い、その取組を学校、市町村教育委員会、教育事務所に向け周知を図った。今後は授業改善の取
組やICTを活用した取組の充実等により児童生徒の確かな学力の更なる向上を図る。

(ｳ） 高等学校等進学率
本県の学力向上推進主要施策「学力向上推進５か年プラン・プロジェクトⅡ」において、３つの視点「自己肯

定感の高まり」「学び・育ちの実感」「組織的な関わり」から、５つの具体的な方策を通して授業改善・学校改善
を推進し、学力向上及びキャリア教育の充実などにより進学率を高めていく。



「大幅遅れ（G）」となっている施策
１7

施策名 成果指標名 基準値 Ｒ３実績値 Ｒ３目標値
Ｒ３年度
達成状況
（達成率）

「達成」指標
数の割合
（達成指標数/
全指標数）

「順調」取組
数の割合
（順調取組数/
全取組数）

芸術文化活動拠点の活用・
充実
１-(４)-ウ①

国立劇場おきなわの入場者数
62,497人

（H23年度）
16,156人 64,000人 未達成

０％
（０/２）

33.3％
（１/３）

県立博物館・美術館の入場者数
452,502人
（H22年度）

140,000人 500,000人 未達成

改善案

(ｱ) 国立劇場おきなわの入場者数
新型コロナウィルス感染症拡大により公演数が減少しているが、今後も感染症対策をしっかりと行い、お客様が

安心して鑑賞できる環境づくりに取り組む。
(ｲ) 県立博物館・美術館の入場者数

新型コロナウイルスの感染状況も踏まえながら、指定管理者と連携して、県内客、特に県内小中高、学校関係
者等の利用促進を図るため周知広報に努めるとともに、コロナ禍に鑑みWEBを活用した動画配信等の情報発信に
取り組む。

公共交通利用環境の改善
１-(７)-ウ②

モノレールの乗客数
35,551人/日
（H22年度）

32,263人/日 50,984人/日 未達成

0％
（０/１）

20.0％
（１/５）

乗合バス利用者数
80,745人/日
（H18年度）

59,326人/日
（R2年度）

130,274人/日 未達成

ノンステップバス導入率
1.3%

（H22年度）
69.2%

(R2年度)
70% 未達成

改善案

(ｱ) モノレールの乗客数
Ｒ２年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的な低迷状態にあり、Ｒ３年度実績値は目標を下

回る結果となった。モノレール利用者へ車両や駅舎等におけるコロナ対策を周知し、安全・安心に利用できる公共
交通であることを発信する。また、観光需要の回復を見込みモノレール案内の多言語化やＷｅｂを活用した情報配
信など利便性向上を推進する。
(ｲ) 乗合バス利用者数

新型コロナの感染拡大に伴う外出自粛等の影響もあり、乗合バスの利用者数が減少した。地域拠点を結ぶシー
ムレスな交通体系の整備、ノンステップバスの導入、バスレーンの延長、TDM施策などにより乗合バスの利便性向
上を図るとともに、バス事業者による感染防止対策をはじめとする「安全・安心な公共交通」のPRを行うなど、目標
値の達成に向けて取り組みを推進する。
(ｳ) ノンステップバス導入率

現行の補助対象車両は大型バスに限定しているが、各系統に適正なサイズの車両を補助対象とする（ダウン
サイジング）等のニーズに応じた支援の検討を行う。



１８

施策名 成果指標名 基準値 Ｒ３実績値 Ｒ３目標値
Ｒ３年度
達成状況
（達成率）

「達成」指標
数の割合
（達成指標数/
全指標数）

「順調」取組
数の割合
（順調取組数/
全取組数）

情報通信産業を担う人材
の育成
５-(５)-ア②

IT関連国家資格取得者数（累計）
847人

（H23年度）
7,388人 8,000人

未達成
（66.7％）

０％
（０/１）

28.6％
（２/７）

改善案

県内ＩＴ企業は、慢性的な人材不足の状況にあり、人材育成よりも受注業務等を優先する傾向があるため、経営
者や管理者の意識改革が必要である。

また、より高度な業務の受注増加やビジネスモデルの転換に向けて、先端ＩＴ技術の習得やプロジェクトマネジメン
トスキルを有する人材の育成に取り組む必要がある。
先端ＩＴ技術に関するニーズや課題等を把握し、県内ＩＴ企業の経営者及び管理職を対象としたセミナーを開催し、

先端ＩＴ技術の必要性や将来の展望について意識改革を図るとともに、より多くの県内ＩＴ人材が先端ＩＴ技術及びプ
ロジェクトマネジメントスキルを身につけられるよう支援する。

介護・福祉人材の育成
５-(６)-ア②

介護支援専門員養成数
4,735人

（H23年度）
6,751人 7,000人

未達成
（89.0％）

０％
（０/１）

20.0％
（１/５）

改善案

H30年度から介護支援専門員実務研修受講試験の受験要件が厳格化され、受験者数が大幅に減少し、今後も
合格者数（受講者数）は低い水準が続くと予想される。このような状況の中、介護支援専門員の人材を確保してい
くため（介護支援専門員の合格者を増やすため）、R2年度より、介護に携わる中堅職員に対し、チームケアのリー
ダーとして必要となるマネジメント能力等の向上を図るための研修を実施している。



基 本 施 策 ２－（５） 米軍基地から派生する諸問題及び戦後処理問題の解決

施 策 展 開 イ 戦後処理問題の解決

施 策 ① 不発弾処理対策の推進

主な取組（P l a n ） 住宅等開発磁気探査支援事業（知事公室）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 県広報番組、県広報誌にて事業の紹介
を行った。交付申請件数は過去最高と
なった。

2. 民間による住宅等の開発箇所における
不発弾等探査費補助を実施した。

1. 年々申請数が増えており、施主等への事業
に関する周知が進んでいると考えられる。

2. ２月及び３月においては、年度内に事業を完
了させるための期間が短いことから、申請数が
減少する。

1. 申請数が減少する２月及び３月におい
ては、事前調整を行い、年度当初の４月
に速やかに申請手続きができるよう努め
る。

成果指標名

埋没不発弾量（推計）

埋没不発弾量について、近年は、不発弾の埋没情報がほと
んどなく、ここ10年の平均処理量は30トンを下回っていること
から令和３年目標値1,835トンを達成できなかった。目標値達
成に向け、事業の周知広報や不発弾等の埋没可能性が高い
地域の探査を計画し、不発弾等の発見率向上を図る。

（５） 主な取組のＰＤＣＡ検証結果

令和３年度に実施した施策及び主な取組(Plan)の全てを対象に、取組の状況(Do)を確認し、推進上の留意点などの内部要因、
社会経済情勢の変化などの外部環境、事業スキームなどの改善余地を検証(Check)した上で、これらに対する改善(Action)を検
討した。

1９
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計画（後期５年） 実績

単位：トン



２０

基 本 施 策 ５－（３） 自ら学ぶ意欲を育む教育の充実

施 策 展 開 ウ 時代に対応する魅力ある学校づくりの推進

施 策 ⑤ 魅力ある私立学校づくりへの支援

主 な 取組（P l a n ） 私立学校教育改革推進（総務部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 私立学校（51校）が行う特色ある教育
（次世代を担う人材の育成の推進、体験
活動の推進など）に要する経費に対して
助成を行った。

2. 英語教育強化や国際交流の推進といっ
た次世代を担う人材育成に取り組む学校
が増えた。

1. 学校現場の課題（相談体制の整備、学校安
全の推進、ICT化の推進等）について、各学校
に状況を把握し適切に事業計画の立案・申請
を行うことが求められている。

2. 各学校が次年度計画を検討するにあたって、
より精度の高い計画を作成するよう助言を行う
必要がある。

1. 各学校へのヒアリングなどを通して、他
校の取組について情報提供すること等に
より、引き続き特色ある教育に取り組む学
校を支援していく。

成果指標名

私立学校（幼・小・中・高）の定員充足率

私立学校（幼・小・中・高）の定員充足率について、令和３年度
実績値は82.3％で、前年度から2.1ポイント減少したものの、計画
値81.9％を上回っている。
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基準値
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3
計画（後期５年） 実績

単位：％



２１

基 本 施 策 ３－（１２） 離島の特色を生かした産業振興と新たな展開

施 策 展 開 オ 交流と貢献による離島の新たな振興

施 策 ① 多様な交流・協力活動の促進

主 な 取 組 （ P l a n ） 沖縄離島体験交流促進事業（企画部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 新型コロナウイルス感染症の影響により、
離島への派遣から、離島と学校とをオンラ
インでつなぐオンライン体験交流へと変更
し、11校619人が交流を実施した。

1. コーディネーターや受入民家の育成が必要で
あるが、特に小規模離島においては慢性的な人
材不足等の課題があり、育成の取組が困難な
状況にある。

2. 多様化する観光ニーズや新たな学習指導要
領に示された「体験活動の重視」に対応する必
要がある。

3. ウィズコロナ下においては、受入離島側は感
染症拡大防止にかかる体制を構築する必要が
ある。また、オンラインでの離島体験や交流など
のコンテンツ開発をする必要がある。

1. コーディネーター育成のため参考となる
取組を実施している離島での研修等を引
き続き実施し、コーディネーターの担い手
となる人材の発掘を行う。

2. コロナ禍で派遣受入をした離島の感染
症対策等を他離島に共有し、体制づくりを
進めるとともに、オンラインによる離島体
験や交流などのコンテンツ開発に取り組
む。

成果指標名

体験・交流を目的に離島へ派遣する児童生徒数（累計）

令和元年度までは、順調に派遣が実施できていたが、令和２年
度から新型コロナウイルス感染症の拡大により、派遣の中止によ
り派遣数が減少した。しかし、派遣中止となった学校と離島との交
流機会確保するため、離島と希望校とオンラインでつなぎ交流を
実施した。

単位：人
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2２

基 本 施 策 １－（１） 自然環境の保全・再生・適正利用

施 策 展 開 ア 生物多様性の保全

施 策 ③ 外来種対策の推進

主 な 取組（P l a n ） マングース対策事業（環境部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 第１北上防止柵と第３北上防止柵の間
のエリアにおいて、444個体のマングース
を捕獲した。

2. 沖縄島北部地域全域にて、希少種回復
状況調査を実施し、ヤンバルクイナの推
定生息範囲が拡大していることが確認で
きた。

1. 第１柵から第２柵間ではマングースの低密度
化（捕獲数の減少）が図られているが、第２柵
から第３柵間は依然として密度が高い状況であ
る。

2. 奄美/沖縄の「生物多様性」が世界で唯一の
普遍的価値があると評価され、令和３年７月に
世界自然遺産に登録されたところであり、今後
も遺産価値の維持・向上を図るため、引き続き、
希少種を保護するための外来種対策に取り組
む必要がある。

1. 高密度地域（第２柵及び第３柵間）にお
いて、新たにわなを650台以上設置して捕
獲体制の強化を図る。

2. 第３柵周辺において、高密度である柵南
側からの流入個体の早期解除を目的とし
た新規わなを150台以上設置するとともに、
流入実態を把握するための監視システム
を設置する。

成果指標名

沖縄県北部地域におけるヤンバルクイナの指定生息範囲

調査時の自然環境等に大きく影響されるため調査年度に
より変動があるものの、マングース等の外来種の駆除の効
果により推定生息範囲は順調に拡大しており、R3年度は203
メッシュと目標値の200メッシュを達成した。

単位：メッシュ
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基 本 施 策 ２－（２） 子育てセーフティネットの充実

施 策 展 開 エ 要保護児童やひとり親家庭等への支援

施 策 ① ひとり親家庭等の自立支援

主 な 取 組 （ P l a n ） ひとり親家庭技能習得支援事業(子ども生活福祉部)

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. ひとり親家庭の就労改善に役立つ技能
習得を支援するため、経理事務に必要と
される資格講座を実施したほか、受講中
の託児サービスを行った。

1. 中部地区において令和２年10月より初級講座
を開講したところ、那覇校と同様に上級講座を
開講してほしいとの要望があり、令和３年度より
通年で講座を開講し、上級講座を開講した。

2. 新型コロナ感染症の影響が続いており、転職
のための資格取得を希望して受講する生徒が
多かった。

1. 受講生募集期間内に県民に対し充分に
周知が図られるよう、SNSやラジオ等の広
報媒体を活用し周知を行う。

成果指標名

就業相談から就職に結びついたひとり親家庭の数（累計）

相談者725名のうち85名が就業し、累計で924世帯となっている。
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基 本 施 策 ２－（３） 健康福祉セーフティネットの充実

施 策 展 開 ウ 県民サービスに即した保健医療サービスの充実

施 策 ② 医師・看護師等の確保と資質向上

主な取組（Plan） 新人看護職員研修事業（保健医療部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 「新人看護職員研修ガイドライン」に基
づく研修を実施した県内34病院に対し
補助を行った。

2. 委託事業として、研修体制が整ってい
ない病院向けの多施設合同研修と、病
院の研修責任者等に向けた実地指導
者研修及び教育担当者研修を実施した。

1. 看護の質の向上や安全な医療の確保、早
期離職防止の観点から、「新人看護職員研修
ガイドライン」に沿った研修により新人看護職
員の育成を図る必要がある。

2. 自施設において新人看護職員等の研修実
施体制が整っていない医療機関等に対して、
多施設合同研修受講の活用について働きか
ける必要がある。

3. 新型コロナウィルス感染症拡大時には、医
療機関においてはBCP（事業継続計画）発動
があり、研修参加者が減少した。

1. 「新人看護研修ガイドライン」に沿った研修及
び補助事業について、医療機関や訪問看護事
業所へ周知を行う（郵送やホームページの活
用）

2. 多施設合同研修（新人看護職員の研修）や研
修責任者等研修（指導者等の研修）の受講に
ついて周知を行う（郵送及び数年間受講者のな
い医療機関への連絡等の実施）。また、新型コ
ロナウイルス感染拡大の際は、Webの活用も含
め研修が継続して実施できるよう調整を行う。

成果指標名

新人看護職員離職率

離職率は、日本看護協会が実施している「病院看護実態調
査」より活用しており、令和3年度実績値については、令和５年
3月～４月公表予定である。令和２年の離職率は7.5％で、計画
値の6.5％を上回っており、達成できなかった。
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基 本 施 策 ３－（７） 亜熱帯性気候等を生かした農林水産業の振興

施 策 展 開 オ 農林水産技術の開発と普及

施 策 ① 農林水産技術の開発と試験研究機関の整備

主 な 取組（P l a n ） 開発した技術等の知的財産の保護・活用（農林水産部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 試験研究機関の各取組において、県育
成品種の登録、情報発信及び無断栽培
等の情報把握に努めた。また、知財保護
のため特許申請の条件整備を行った。

2. 品種の登録はなかったが、特許につい
ては１件（ハウスに設置するシステムおよ
びその利用）の出願を行った。

1. 知的財産に関係する複数の部課があるため、
引き続き連携し情報共有に努める必要がある。

2. 登録品種を守ることを目的とした種苗法の一
部を改正する法律が施行されたことにともない、
知的財産権に対する関心が高まっている。

1. 国等が主催する会議等に参加し、知的
財産の保護に関する知見を蓄積するとと
もに、関連法や育成品種等に関する他県
の対応状況等について引き続き情報を収
集する。

2. 知的財産の保護について適切に対応す
るため、研究員等に対し知的財産に係る
研修への派遣等を行い、知的財産に関す
る見識を深める。

3. 種苗法改正について国や他県から引き
続き情報収集を行い、関係する部課と連
携を密にする。

成果指標名

品種登録数（累計）

各研究機関で開発された品種については、令和３年度までに
積極的に品種登録が行われたことから、目標値を達成した。引
き続き沖縄ブランドの確立に向けて新たな品種の開発に取り組
んでいく。
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2６

基 本 施 策 ３－（８）地域を支える中小企業等の振興

施 策 展 開 ア 中小企業等の総合支援の推進

施 策 ① 中小企業等の経営革新、経営基盤の強化の促進

主 な 取 組 （ P l a n ） 小規模経営支援事業費（商工労働部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 窓口・巡回による相談・指導等、専門家
派遣による課題解決、金融の斡旋、指導
力向上を図ることにより、小規模事業者の
経営基盤の強化に努めた。

2. 県内全域（商工会未設置地区3村除く）
において随時相談・指導に取り組んでおり、
計78,369件の相談・指導を行ってきた。

1. 令和元年７月の「小規模事業者支援法」の改
正により、商工会及び商工会議所は、市町村と
の共同により「経営発達支援計画」及び「事業継
続力強化支援計画」を策定することが規定され
た。商工会及び商工会議所は、これまで以上に
伴走型支援に取り組むことが期待されている。

2. コロナ禍における事業者支援において、商工
会･商工会議所の果たす役割は増大している。
また、法改正による商工会等の職責の増大もあ
り、より多くの役割が期待されていることから、
円滑な支援を行う観点からも経営指導員の資質
向上に向けた取組が必要である。

1. 国や関係各機関の施策と連携しながら、
小規模事業者に対する新たな支援や商工
会等の体制強化につながる方策を研究、
構築していくことで小規模事業者の経営基
盤の強化につなげるよう努める。

2. 経営指導員の資質向上を目的に導入さ
れたスーパーバイザー制度の更なる活用
方法を検討し、経営指導員の資質向上とと
もに事業者への質の高い支援を行うよう努
める。

成果指標名

１事業所あたりの従業者数

１事業所あたりの従業者数は、8.6人で、全国平均の10.6人に比
べて2.0人低く、都道府県別で40位と下位にあるが、26年度調査
時より順位を２つ上げ、当初目標も達成している。県内の中小企
業は、零細で脆弱な経営基盤をいかに改善していくかが大きな課
題となっている。
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基 本 施 策 ４－（１）世界との交流ネットワークの形成

施 策 展 開 ア 国際ネットワークの形成と多様な交流の推進

施 策 ① ウチナーネットワークの強化推進

主 な 取組（P l a n ） ウチナーネットワークの強化推進（文化観光スポーツ部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 新聞やラジオ等のメディアを通して「世
界のウチナーンチュの日」の広報を行っ
たほか、WEBサイト及びSNSを活用した
情報発信を行った。また、同記念日とそ
の前後の日に、様々なイベントを県内外
でオンラインも含めて実施し、ウチナー
ネットワークの発展を図った。

1. 平成28年度に開催された第６回世界のウチ
ナーンチュ大会において、毎年10月30日が「世
界のウチナーンチュの日」として制定された。

2. 海外県人会等では、直接集まることが難しく
なったことをきっかけに、世代を超えてオンライ
ンによる交流が活発化した。

3. 新型コロナウイルスの影響は当面続くと見込
まれることから、その流行継続を前提としつつ、
各種交流活動を維持できる事業を計画していく
必要がある。

1. オンラインを中心とした交流を強化する
ことで、海外との往来が困難な状況でも関
係者との良好な関係性を維持し、安定的
なウチナーネットワークの継承・発展に取
り組んでいく。

成果指標名

海外及び県内における世界のウチナーネットワークの強化を推
進する新たな取組数

県による「世界のウチナーンチュの日」の広報や関連イベントの
開催と平行して、海外県人会や市町村等に対し独自の取組実施
を呼びかけてきたところ、「世界のウチナーンチュの日」制定以降、
この日に因んだ新たな取組は海外県人会34団体、県内50団体
（市町村を含む）で実施され、目標値を達成できている。
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２８

基 本 施 策 １－（６）価値創造のまちづくり

施 策 展 開 イ 花と緑あふれる県土の形成

施 策 ② 都市、道路、郊外及び農山村の緑化

主 な 取 組 （ P l a n ） 主要道路における沿道空間の緑化事業（土木建築部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 主要道路（290km）について、沿道空間
における除草や道路植栽・街路樹の剪定
等を実施した。

1. 主要道路における沿道景観の緑化事業につ
いては、沿道環境に配慮した道路空間の創出
のため、年４回程度の除草作業が必要であり、
路線の状況に合わせて除草回数を増やしたり、
雑草の刈払い後に除草剤を散布するなど、効
率的・効果的な植栽管理が必要である。

2. 街路樹の剪定については、路線状況に応じて
優先順位をつけるなど、街路樹の管理の改善
に取り組む必要がある。

1. 「沖縄県沿道景観向上技術ガイドライン」
に基づいた管理を継続し、効果があった手
法について、実施範囲を拡大するとともに、
性能規定による植栽管理路線を拡大する
ことにより、良好な沿道景観の維持を図る。

2. 限られた予算で効果的・効率的な植栽管
理を実施するための実効性のあるしくみづ
くりを行う。また、道路ボランティア団体へ
の支援・普及啓発により、住民と行政の協
働による「美しい道路環境づくり」を推進す
る。

成果指標名

主要道路における緑化延長

雑草の刈払い後に除草剤を使用することで、効率的・効果的な
雑草対策に取り組んでおり、除草回数の低減などに繋がってい
る。令和3年度は290kmと計画値（300Km）を概ね達成した。
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２９

基 本 施 策 ３－（10） 雇用対策と多様な人材の確保

施 策 展 開 イ 若年者の雇用促進

施 策 ① キャリア教育の推進

主な取組（P l a n ） キャリア教育推進事業（教育庁）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. キャリア教育コーディネーターを県立高
等学校18校に派遣し、キャリア教育全体
計画・年間指導計画の作成及び「キャリ
ア・パスポート」の活用について支援した。

2. 授業改善プログラム作成委員会におい
て「授業改善プログラム集｣を作成し、配
布した。

3. キャリア教育フォーラムを開催し、研
修・演習を実施した。

1. キャリア教育の実践が、インターンシップ等の
体験活動に偏りがちなため、教科等を通じて、
キャリア教育の視点を踏まえた授業改善を推
進していく必要がある。

2. キャリア教育の実践力の向上を図るため授
業改善プログラム作成委員会で作成したプロ
グラム集の活用を推進していく必要がある。

3. 引き続き、児童生徒の学びの履歴を積み重
ねていけるよう、中高の各校種間の接続を意
識した「キャリア・パスポート」の活用を推進して
いく必要がある。

1. 授業改善プログラム作成委員会で作成
した「授業改善プログラム集」の活用によ
る授業実践を支援する。

2. キャリア教育全体計画・年間指導計画
の作成、及び「キャリア・パスポート」の活
用を推進する。

3. 進路未定者（１年生）の早期の進路選
択・決定を促す。

成果指標名

新規学卒者の就職内定率（高校）

高校生を対象とした合同企業説明会の開催、インターンシップ
の実施、就職指導の充実等を図ったことにより、新規学卒者の
就職内定率（高校）は98.6％となり目標値98.0％を達成した。
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3０

基 本 施 策 ２－（６） 地域特性に応じた生活基盤の充実・強化

施 策 展 開 ア 地域特性に応じた生活基盤の整備

施 策 ② 安定した水資源の確保と上水道の整備

主 な 取 組 （ P l a n ） 水道施設の整備（企業局）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 名護浄水場整備（沈澱池設備工事等）、
北谷浄水場整備（粒状活性炭池耐震補
強工事等）、水道広域化施設整備等を実
施した。

2. アセットマネジメント（資産管理）の手法
を活用した上で老朽化施設の計画的な更
新に取り組むとともに、施設の保全、点検
を適切に行うことで施設の状態を把握し、
優先順位をつけて施設整備計画に反映さ
せた。

1. 本土復帰後、年々増大する水需要に対処す
るため、水道施設の整備を早急に進めてきた。
これらの水道施設の経年化が進み大量に更新
時期を迎えるため、計画的な施設の更新が必
要である。

2. 島嶼県である本県において、上水道施設が地
震等により被災した場合、他府県からの支援等
が困難であり、広範囲かつ長期にわたる断水
の発生が予測されることから、水道施設の耐震
化等が必要である。

1. 名護浄水場等において、老朽化施設の
改良、更新を進めているところであるが、
次年度も、引き続きアセットマネジメント（資
産管理）の手法を取り入れ、北谷浄水場薬
品注入設備工事等や石川～上間送水管
工事など老朽化施設の計画的な更新に取
り組み、あわせて耐震化を進める。

成果指標名

上水道普及率

今後も新規需要等に対応できる施設整備を実施し、高普及率
の維持に努める。
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3１

基 本 施 策 ２－（４） 社会リスクセーフティネットの確立

施 策 展 開 ア 安全・安心に暮らせる地域づくり

施 策 ① 地域安全対策の推進

主 な 取 組 （ P l a n ） 安全なまちづくり推進事業（警察本部）

取組の状況（Do） 結果の検証（Check） 改善案（Action）

1. 防犯ボランティア団体に対して防犯ベス
ト（80枚）、青色回転灯（20台）の物品支援
や防犯情報の提供を行い防犯ボランティ
ア活動の活性化を図った。

2. 自治体、事業所等に対して、防犯カメラ
の設置効果や防犯カメラ画像を活用した
検挙事例などを発信し、自主的な設置拡
充を促進した。

3. 青色回転灯装備車両でパトロールをす
る団体に対して、犯罪情報の分析を基に
時間や場所を選定したパトロール箇所の
情報提供を行い、効果的なパトロールを
促進した。

1. 防犯ボランティア団体構成員の高齢化が進み
活動停止となっている団体があることから、引き
続き、関係機関・団体と連携して、若い世代の
参画を促進する必要がある。

2. 刑法認知件数は減少したものの、子どもや女
性に対する声かけ事案や飲酒絡みの事件・事
故等、県民に不安を与える事件・事故が後を絶
たないことから、県民の防犯意識の向上及び防
犯活動の活性化を図る必要がある。

1. 防犯ボランティアへの物品支援や防犯情
報の提供を行うとともに、若い世代を育成
するための研修会の開催や防犯活動への
参加を促進する。

2. 県民に対してタイムリーな防犯情報を発
信している｢安心ゆいメール」について、機
会を捉えたその有効性についての周知に
より、登録者数の増加に繋げ、更なる防犯
意識の向上及び防犯活動を活性化させる。

成果指標名

刑法犯認知件数

刑法犯認知件数については、平成26年に目標値10,000件以下
を前倒しで達成しており、その後も毎年減少し、順調に推移して
きた。令和３年中の刑法犯認知件数は5,833件となり、目標値
10,000件以下に対して△4,167件と目標を達成した。
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計画（後期５年） 実績
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